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１．背景・経緯
・循環型社会とは？
大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会に代わるものとして提示された概念です。循環型社会形成推進
基本法（平成 12年法律第 110 号）では、まず製品等が廃棄物等となることを抑制し、次に排出された廃
棄物等についてはできるだけ資源として適正に利用し、最後にどうしても利用できないものは適正に処分
することが確保されることにより実現される、「天然資源の消費が抑制され、環境への負荷ができる限り
低減された社会」としています。

 

・循環基本計画の位置づけ
循環型社会形成推進基本計画（以降、「循環基本計画」といいます）とは、循環型社会形成推進基本法
第 15条第２項に基づき、①循環型社会の形成に関する施策についての基本的な方針、②循環型社会の形
成に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策、③その他循環型社会の形成に関する施策を総合的か
つ計画的に推進するために必要な事項を定めたものです。
循環基本計画に基づき、最終処分場ひっ迫問題への対応や廃棄物等の発生抑制、再使用、再生利用（リ
デュース、リユース、リサイクル（３Ｒ））の技術とシステムの強化等の対策がなされてきました。

天然資源の消費の抑制

１番目: リデュース
廃棄物等の発生抑制

２番目: リユース
再使用

５番目：適正処分

４番目：サーマルリサイクル
熱回収

天然資源投入

生産
（製造・流通等）

廃 棄

消費・使用

最終処分（埋立）

処理
（再生、焼却等）

３番目：マテリアルリサイクル
再生利用

循環型社会の姿



2

・第２次循環基本計画策定の背景と経緯
第１次循環基本計画策定以降、第三次環境基本計画（平成 18年４月閣議決定）が策定され、循環型社
会の形成に関しては、定量的な目標・指標の拡充や国際的な取組を推進する必要性等が示されました。21
世紀環境立国戦略（平成 19年６月閣議決定）では、循環型社会と低炭素社会、自然共生社会の構築に向
けた統合的な取組やアジアでの循環型社会構築に向けた取組の重要性が示されました。このほか、第１次
循環基本計画の進捗状況の点検結果や資源の価格高騰・需要増大への対応の必要性等、国内外の社会経済
の変化に柔軟かつ適切に対応するため、おおむね５年ごとの見直しを規定している循環型社会形成推進基
本法に基づき、第２次循環基本計画を策定しました。
循環基本計画の見直しは、中央環境審議会循環型社会計画部会を中心に審議が行われました。

策定までのスケジュール
平成 19 年７月９日　中央環境審議会循環型社会計画部会（第 34 回）にて「循環型社会形成推進基本計画」

見直しのための検討を開始（以降、13回にわたり審議）
平成 19年８月 24日　中央環境審議会から「新たな循環型社会形成推進計画の策定のための具体的な指針につ

いて」（意見具申）が示される

この間、学識経験者、経済界、NGO/NPO、地方公共団体、関係各
省などへのヒアリング、各種シンポジウムとの共催

平成20年１月 29日　環境大臣より中央環境審議会へ「循環型社会形成
推進基本計画について」を諮問

平成 20年２月 25日　中央環境審議会循環型社会計画部会　素案了承
平成 20年２月 26日　パブリック・コメント受付（～３月 10日）
平成 20年３月 17日　中央環境審議会から環境大臣へ最終的な答申
平成 20年３月 25日　第２次循環基本計画の閣議決定・国会報告 鈴木中央環境審議会会長から鴨下環境大臣 (当時 )

へ答申が手交されました。

廃棄物処理法廃棄物処理法 資源有効利用促進法資源有効利用促進法

容 器 包 装
リサイクル法

容 器 包 装
リサイクル法

環境基本法環境基本法
環境基本計画環境基本計画

＜ 再生利用の推進 ＞＜ 廃棄物の適正処理 ＞

個別物品の特性に応じた規制

びん、ペットボトル、
紙製・プラスチック
製容器包装等

エアコン、冷蔵庫・
冷凍庫、ブラウン管
式テレビ、洗濯機

グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進）グリーン購入法（国が率先して再生品などの調達を推進）

木材、コンクリート、
アスファルト

食品残さ 自動車

家 電
リサイクル法

家 電
リサイクル法

食 品
リサイクル法

食 品
リサイクル法

建 設
リサイクル法

建 設
リサイクル法

自 動 車
リサイクル法

自 動 車
リサイクル法

社会の物質循環の確保
天然資源の消費の抑制
環境負荷の低減

循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）循環型社会形成推進基本法（基本的枠組法）

①廃棄物の発生抑制

②廃棄物の適正処理（リサイクルを含む）

③廃棄物処理施設の設置規制

④廃棄物処理業者に対する規制

⑤廃棄物処理基準の設定 等

①再生資源のリサイクル

②リサイクル容易な構造・材質等の工夫

③分別回収のための表示

④副産物の有効利用の促進

ﾘﾃﾞｭｰｽ
ﾘｻｲｸﾙ → ﾘﾕｰｽ

ﾘｻｲｸﾙ

(１Ｒ) (３Ｒ)

循環型社会形成推進基本計画 → 第２次循環型社会形成推進基本計画循環型社会形成推進基本計画 → 第２次循環型社会形成推進基本計画

Ｈ６.８完全施行
Ｈ18.４ 全面改正公表

Ｈ13.１完全施行

Ｈ15.３ 公表

Ｈ18.２
一部改正

Ｈ13.４
全面改正施行

Ｈ13.５

完全施行

Ｈ19.６

一部改正

Ｈ13.４

完全施行

Ｈ12.４

完全施行

Ｈ18.６

一部改正

Ｈ14.５

完全施行

Ｈ17.１

本格施行

Ｈ13.４ 完全施行

循環型社会を形成するための法体系

Ｈ20.３ 公表
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２．第２次循環基本計画の概要
第２次循環基本計画では、環境保全が人類の生存基盤にかかわる極めて重要な課題となっていることを
踏まえ、内容の充実・強化を図り、環境の保全に配慮した循環型社会の形成を一層推進します。
第２次循環基本計画は大きく６章で構成されています。まず、第 1章で現状と課題を分析し、第 2章
で我が国が目指す循環型社会のイメージを示しています。循環型社会形成に関する定量的な目標及び進捗
の把握については、第 3章に具体的な数値目標をはじめとする指標を設定しています。次に、第 4章及
び第 5章において、この目標を達成するための国及び各主体の取組、さらにはこれらの主体が連携・協働
する取組を挙げています。最後に、第 6章で本計画の点検・見直しにおいて、重点的点検事項の設定や循
環型社会形成に資する予算や情報の一元的把握などを明記し、さらに具体的な取組に関する工程表を示し
ています。

「低炭素社会」や「自然共生社会」に向けた取
組とも統合した、「持続可能な社会」の実現

より良いものが多く蓄積され、それを活かした
豊かさが生まれる「ストック型社会」の形成

地域の特性に応じた循環型社会（地域循環圏）、
「もったいない」の考えに即したライフスタイ
ル、関係主体の連携・協働、ものづくりなど経
済活動における３Ｒの浸透 など

関係主体の取組により、各指標は概ね順調に
推移しており、最終処分量の削減など第一次
計画の目標は達成する見込み。ただし、家庭
系ごみの減量化は進捗が遅れている。

世界的な資源制約、地球温暖化等の環境問題
への対応の必要性

３Ｒの徹底など国内外において循環型社会の
形成をより一層進めていくことが課題。

現状と課題

循環型社会の中長期的なイメージ

・マイバッグの利用などの
ライフスタイルの変革

・不法投棄の防止や３Ｒの徹底
・廃棄物処理の高度化、産業間
連携

・連携・協働のつなぎ手
・知見の充実や信頼情報の

提供

循環型社会の形成に向け、すべての主体が相互に連携

・関係主体のパートナーシップを図るとともに、国全体の
取組を総合的に実施

各主体の取組

指標及び数値目標
（目標年次は平成27年度）

○ＮＧＯ/ＮＰＯ、大学等

○国民

○地方公共団体

○事業者

○国

○連 携・協 働

(1) 数値目標
① 「入口」：資源生産性 → 約42万円/トン （平成12年度から約６割向上） 参考：平成17年度約33万円/トン
② 「循環」：循環利用率 → 約14～15％ （平成12年度から約４～５割向上） 参考：平成17年度約12％
③ 「出口」：最終処分量 → 約23百万トン （平成12年度から約６割減少） 参考：平成17年度約32百万トン

(2) 「低炭素社会への取組との連携に関する指標」等を補助指標として設定
(3) 地球規模の環境問題の認識を広める指標である「隠れたフロー・ＴＭＲ」などを、推移をモニターする指標と

して設定

(1) 数値目標
① 一般廃棄物の減量化

（（ア）１人１日当たりのごみ排出量、（イ）１人１日当たりの生活系ごみ排出量、（ウ）事業系ごみ排出量）
② 産業廃棄物の最終処分量 → 約６０％減（平成12年度比） 参考：平成17年度約４７％減
③ 国民の３Ｒに関する意識・行動 → 意識：約９０％／行動：約５０％
④ 循環型社会ビジネスの推進

→ 循環型社会ビジネス市場規模 約２倍（平成12年度比） 参考：平成17年度約１．３倍、等
(2) 「レジ袋辞退率」や「 ３Ｒ取組上位市町村」など、各主体の取組の推移をモニターする指標を設定

【【１１ 物質フロー指標物質フロー指標 】】

【【２２ 取組指標取組指標 】】

①低炭素や自然共生との統合的取組（廃棄物発電やバイ
オマス利活用）、②「地域循環圏」の形成推進、③３Ｒ
に関する国民運動、④グリーン購入の徹底など循環型社
会ビジネスの振興、 ⑤発生抑制を主眼とした３Ｒの仕
組みの充実、⑥３Ｒの技術とシステムの高度化、⑦情報
把握と人材育成、⑧神戸３Ｒ行動計画や新・ゴミゼロ国
際化行動計画、東アジア循環型社会ビジョン、資源生産
性の向上等国際的な循環型社会の構築

第２次循環基本計画の概要

・地域の取組のコーディネー
ター及び主たる推進者
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本計画のポイントとして、主に以下の７つの項目が挙げられます。

第２次循環基本計画のポイント
①　環境の保全を前提とした循環型社会の形成
②　循環型社会と低炭素社会・自然共生社会への取組の統合
③　地域再生にも寄与する「地域循環圏」の構築
④　数値目標の拡充に加え、補助指標やモニタリング指標を導入
⑤　各主体が連携・協働した３Ｒの取組
⑥　３Ｒの技術とシステムの高度化
⑦　国際的な循環型社会形成に向けた我が国の主導的な役割

３．持続可能な社会に向けた統合的取組の展開 
持続可能な社会の実現に向け、循環型社会と低炭素社会、自然共生社会に向けた取組を統合的に展開す
ることが重要です。循環型社会の中長期的なイメージの中でも、「自然の循環を尊重し、人間社会におけ
る炭素も含めた物質循環を自然、そして地球の大きな循環に沿う形で健全なものとする」と記述されてい
ます。
国の取組として、廃棄物発電の導入促進や枯渇性資源の使用量の抑制、生物多様性に配慮した再生可能
な資源の持続可能な利用の推進等の具体的な取組を進めていくこととしています。

 

                    廃棄物発電設備を有する清掃工場　                                                  発電用のガスタービン

自然との共生を図りながら、人間社会における炭素、水、窒素も含めた物質循環を自然、そして地球
の大きな循環に沿う形で健全なものとし、持続的に成長・発展する社会の実現を図る

持続可能な社会に向けた統合的取組の展開

循環型社会循環型社会
低炭素社会低炭素社会

自然共生社会自然共生社会

温室効果ガス排出量
の大幅削減

自然の恵みの享受と継承

持続可能な社会
３Ｒを通じた資源循環

気候変動と生態系

気候変動とエネルギー・資源

生態系と環境負荷

○循環型社会、低炭素社会の統合的な取組の推進
✓廃棄物発電の導入等による熱回収の徹底
✓持続的な廃棄物発電のあり方の検討や産業工程から発生する中低温熱の業務施設等での利用促進
✓バイオマス系循環資源の有効活用

✓環境負荷の低い静脈物流システムの構築

○循環型社会、自然共生社会の統合的な取組の推進
✓枯渇性資源の使用量の抑制
✓住宅等を長期間社会で使用することを推進することにより、自然界からの新たな資源採取を抑制
✓生物多様性の保全に配慮した、再生可能な資源の持続可能な利用の推進
✓環境保全型農林水産業の促進

循環型社会、低炭素社会、自然共生社会の構築に向けた統合的な取組
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４．地域循環圏
・地域循環圏とは？
経済社会の物質循環は、地域の特性や循環資源の性質に応じて、最適な規模の循環を形成することも重
要です。
地域循環圏は、地域で循環可能な資源はなるべく地域で循環させ、地域での循環が困難なものについて
は循環の環を広域化させていくという考え方です。

           一般廃棄物最終処分場の跡地に植林し、公園としている事例　　　　　木質バイオマスを有効利用しているペレットストーブ

国際資源循環

国内資源循環

循環資源の性質ごとに、地域の範囲別に分類したイメージ。
経済合理性や技術的可能性等の状況によって循環の範囲は異なるが、大まかに分類すると以下の通り。

○循環資源：
店頭回収品や地域固有
のバイオマス資源（間伐
材や食品残渣等）など、
「地域」内で利用すること
が経済的に有効で環境
負荷も小さいと考えられ
る循環資源。

○循環の範囲：
複数のコミュニティ、主体
が連携する「地域」が対
象範囲。都市部と農村部
が連携して循環資源の活
用を推進することなどが
期待される。

○循環資源：
不要になったものを近
所で融通（リユース）、
壊れた物を修理（リペ
ア）する、廃食用油の
バイオディーゼル燃料
としての利用等、生活
圏が中心。

○循環の範囲：
地理的、社会的、経済
的に密接な「コミュニ
ティ」が対象範囲。

ブロック内資源循環

地域資源循環
Ｂ村

ﾘｻｲｸﾙ
施設

最終処分場

分別回収

再生・再利用

Ａ市

熱回収施設

各家庭・小売店
再資源化

コミュニティ資源循環

Ｄ市

Ｃ町

バイオマス
利用施設

○循環資源：
地域内で処理するには先端技術の不存在や
量的問題などがあるため、輸送コストや処理
特殊性を勘案しつつ、環境産業の集積した地
域において処理することが有効な循環資源
（金属や土石、処理困難物など）。

○循環の範囲：
複数の都道府県ないし日本全国など、循環
資源の特性などによって循環の範囲は異な
る。
循環の範囲が広域であるため、エコタウンの
連携、リサイクルポートの活用など環境産業
の集積や静脈物流の整備が重要である。

○循環資源：
国際分業の推進によって適切な循環資源の
活用が図られるもの。回収した循環資源を利
活用する生産拠点が限定されているものや
高度なリサイクル技術を要するものなどにつ
いて、各国の特性を活かした循環資源の利活
用を推進する。
我が国では、製品から抽出できる微量の希少
金属（例：インジウム）など、他国ではリサイク
ル困難な、高度なリサイクル技術を要する循
環資源の活用が有効。

○循環の範囲：
日本の循環資源のみでなく、海外において発
生した循環資源も含める。
当面は東アジアを中心に、
①まず各国の国内で循環型社会を構築し、
②廃棄物の不法な輸出入を防止する取組を
充実・強化し、
③その上で循環資源の輸出入の円滑化を図
る
ことで、国際的な循環型社会の構築を推進す
る。

地域循環圏について
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・地域循環圏の具体的イメージ
レジャー活動と人々の暮らし、琵琶湖の環境保全の共生を目指した滋賀県の「琵琶湖ルール」　　　　　
　～福祉と環境と農業の連携

地域資源循環の一例
　～バイオマスタウンの概要

バイオマスタウンとは、「広
く地域の関係者の連携のもと、
バイオマスの発生から利用ま
でが効率的なプロセスで結ば
れた総合的利活用システムが
構築され、安定的かつ適正な
バイオマス利活用が行われて
いるか、あるいは今後行われ
ることが見込まれる地域」の
ことです。

琵琶湖

回収箱・いけす

事業所型共同作業所

「大中アグリの里」

処理機

ＮＰＯ法人びわ湖ベジタブルロード

（会員農家）

畑

外来魚の回収
堆肥化

（肥料づくり） 環境こだわり農業 野菜の販売

直販所

障がいのある人

肥料の

販売

連
携

環境

障害者の就労 農業

2006年12月現在

出典：社団法人 滋賀県社会就労事業振興センター
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ブロック内資源循環、国内資源循環の事例として、
エコタウン事業やリサイクルポートなどが挙げられま
す。製品系の循環資源や枯渇性資源を含む循環資源に
ついては、広域での循環を念頭に地域循環圏を形成し
ていきます。エコタウン事業とは、「あらゆる廃棄物
を他の産業分野の原料として活用し、最終的に廃棄物
をゼロにすること（ゼロ・エミッション）」を目指し、
資源循環型社会の構築を図る事業のことです。リサイ
クルポートとは、広域的なリサイクル施設の立地に対
応した静脈物流の拠点となる港湾のことで、循環資源
のストックヤードとしての役割も担っています。エコ
タウン事業やリサイクルポートのような事業を活用す
ることで、広域的な地域循環圏の構築が促進されます。
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５．物質フロー指標
循環型社会の形成にあたっては、どこで、どのような廃棄物等が、どれくらい発生するのかという情報
が極めて重要です。これを的確に把握できれば、廃棄物等の発生の原因等を明確にし、その発生抑制や循
環利用を促すことが可能になります。
また、これは廃棄物等の発生過程だけに当てはまるものではなく、社会に投入される物質全般の効率的
な利用を進めるといったことにも応用できるため、我が国全体の物質フローをまず把握することが重要で
あり、今後の政策立案にも極めて有益な情報を得ることができます。
循環基本計画においては、自然界から人間社会に物質が移動する天然資源の採取段階から、最終的に人
間社会から自然界に廃棄される最終処分の段階までを物質フローの対象としています。わが国の平成 17
年度における物質フローを以下に示します。

 

循環基本計画では、「入口」の断面で“資源生産性”を、「循環」の断面で“循環利用率”を、「出口」
の断面で“最終処分量”を物質フロー指標として設定しています。

「入口」：資源生産性＝ＧＤＰ／天然資源等投入量
「循環」：循環利用率＝循環利用量／（循環利用量＋天然資源等投入量）
「出口」：最終処分量＝廃棄物最終処分量

輸出（159）

最終処分
（32）

輸入製品（56）

食料消費（95）

（単位：百万t）

蓄積純増（817）

自然還元（82）

減量化（238）

施肥（15）
エネルギー消費及び
工業プロセス排出（498）

（注）含水等 ： 廃棄物等の含水等（汚泥、家畜ふん尿、し尿、廃酸、廃アルカリ）
及び経済活動に伴う土砂等の随伴投入（鉱業、建設業、上水道業の汚泥及び鉱業の鉱さい）

平成17年度の我が国における物質フローの模式図

廃棄物等
の発生
（579）

国内資源
（831）

輸入
（815）

天然資源等
投入量
（1,646）

総物質
投入量
（1,874）

輸入資源
（759）

含水等（注）

（289）

循環利用量（228）
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「入口」については、資源生産性を設定し、平成 27年度において約 42万円／トンとすることを目標と
しています。資源生産性は、産業や人々の生活がいかにものを有効に利用しているかを総合的に表す指標
です。
「循環」については、循環利用率を設定し、平成 27年度において、約 14～ 15％とすることを目標と
しています。循環利用率は、経済社会に投入されるものの全体量のうち循環利用量の占める割合を表す指
標です。
「出口」については、最終処分量を設定し、平成 27年度において、約 23百万トンとすることを目標と
しています。

物質フロー指標 - 目標を設定する指標 -

最
終
処
分
量

資
源
生
産
性
・
循
環
利
用
率

3,241万トン

●現状から
さらに３割
削減の目標

‐70%  ●旧計画の目標●旧計画の目標

1990 2005 2015

約2,800万トン

2010

‐30%

●2005年からさらに
３割向上の目標

●旧計画
の目標

●１５年間で
６割向上の実績

(12.2）

(14）

(14～15）

（42）

（37）

（33）

（26）

３割増

5,710万トン

●世界に誇れる最終処分量
の削減を実現！

●世界に誇れる最終処分量
の削減を実現！

2000

第２次計画

2000年→2015年
・資源生産性
26万円/ﾄﾝ→42万円/ﾄﾝ

（約６割向上）
・循環利用率
10% → 14～15%

（約４～５割向上）
・最終処分量
5,700万ﾄﾝ→ 2,300万ﾄﾝ

（60%削減）

第１次計画

2000年→2010年
・資源生産性
26万円/ﾄﾝ→ 37万円/ﾄﾝ

（約４割向上）
・循環利用率
10% → 14%

（約４割向上）
・最終処分量
5,700万ﾄﾝ→ 2,800万ﾄﾝ

（50%削減）

●2005年からさらに
２割向上の目標

基準年 現状 旧計画の
目標年

新計画の
目標年

1億909万トン

約2,300万トン
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６．取組指標
物質フロー指標が我が国全体の循環型社会への到達度を図る指標とすれば、取組指標は、関係主体によ
る循環型社会形成のための手段に関する指標と言えます。関係主体の取組に関して目標を設け、取組を推
進するとともに、定量的な把握及び評価をすることで、循環型社会形成に向けた取組をさらに促進する役
割を果たします。
「国民」に関係する取組指標としては、一般廃棄物の減量化に関連する指標として、１人１日当たりの
ごみ排出量や１人１日当たりの家庭から排出するごみの量（資源ごみ等を除く。）が挙げられています。

目標値 平成 12年度実績 平成 17年度実績
１人１日当たりのごみ排出量 平成 12年度→ 27年度で約 10％削減 約 1,185 ｇ 約 1,131 ｇ
１人１日当たりの家庭から排出する
ごみの量（資源ごみ等を除く。）

平成 12年度→ 27年度で約 20％削減 約　660 ｇ 約　605 ｇ

今回、ごみ排出量そのものの減量化に関する目標として、｢１人１日当たりのごみ排出量｣ を設定しま
した。これは、廃棄物の発生抑制に関する指標、いわゆる「リデュース」に関する指標です。循環型社会
形成において最も重要な「リデュース」の取組が促進されることが期待されます。
また、「国民」の取組の推移をモニターする指標として、新たに以下のものが挙げられています。

近年の推移
レンタル・リース業の市場規模 ・レンタル・リース業の市場規模は年々増加し、９兆４千億円に達した。
詰め替え製品出荷率 ・詰め替え製品の出荷量は年々増加し、全出荷量の 50％を超えている。

・「詰め替え製品をよく使う」の回答率も増加傾向。
レジ袋辞退率（マイバッグ持参率） ・マイバッグキャンペーンの他、レジ袋軽量化、有料化への取組例がある。
使い捨て商品販売量
（輸入割り箸等）

・割り箸の販売量はほぼ横ばい。
・「使い捨て商品を買わない」の回答率はほぼ横ばい。

中古品市場規模 ・中古品市場規模は年々増加し、３兆７千億円に達した。
・「中古品取扱店等で売買する」の回答率も増加傾向。

リターナブルびんの使用率 ・リターナブルびん使用率は減少傾向。
・「再使用可能な容器を使った製品を買っている」の回答率はほぼ横ばい。

 
なお、循環型社会形成において中心となる主体は地方公共団体であり、その取組を推進、評価する指標
も盛り込みました。例えば、リデュースやリサイクルへの取組に積極的な自治体を紹介していきます。

リデュースやリサイクルへの取組の上位 10都市（人口 50万人以上）
リデュース取組の上位 10都市

（単位：ｇ／人日）
リサイクル取組の上位 10都市

（単位：％）
愛媛県松山市 909 東京都八王子市 32.1
東京都八王子市 964 神奈川県横浜市 26.0
広島県広島市 970 千葉県千葉市 24.9
神奈川県横浜市 1,046 愛知県名古屋市 24.4
鹿児島県鹿児島市 1,050 埼玉県さいたま市 22.5
神奈川県相模原市 1,074 兵庫県姫路市 21.9
神奈川県川崎市 1,107 千葉県船橋市 20.9
静岡県浜松市 1,117 静岡県浜松市 19.3
埼玉県さいたま市 1,127 新潟県新潟市 18.8
愛知県名古屋市 1,142 神奈川県相模原市 18.1

　　　　　　（平成 18年度実績） 
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７．国際的な循環型社会づくり
国際的な循環型社会の構築に向けた我が国の貢献策として、我が国の制度・技術・経験の国際展開、東
アジアにおける資源循環の実現、３Ｒ研究・情報ネットワークの整備等を進めていきます。

 

例えば、安全で衛生的なし尿処理システムとして、開発途上国における合併処理浄化槽技術の普及支援
を推進していきます。

浄化槽とは？
川や海を汚す、みんなのくらしの中の汚れた水をきれいにするのが浄化槽です。

いま自然を守るために家庭での設置が急がれています。

国際的な循環型社会の構築における我が国の貢献

現状：アジアをはじめとする各国の経済発展による世界全体での廃棄物の発生量の増加
リサイクルの進展や資源需要の増加による循環資源の越境移動量の急激な増加

→循環資源の不適切な処理・循環的利用による環境被害の可能性（E-waste問題等の発生）

循環資源の国際的な動き

国際的な循環型社会の構築に向けた我が国の貢献

アジアや世界で３Ｒを推進するため、「新・ゴミゼロ国際化行動計画」等の国際協力を充実

○ 我が国の制度・技術・経験の国際展開

安全で衛生的なし尿処理システムの普及支援等を通じ、アジアからアフリカまで幅広く展開

○ 東アジアにおける資源循環の実現

・「東アジア循環型社会ビジョン」の策定及び実現へ向けた二国間の政策対話や多国間プロセスでの協力
・３Ｒの考え方等の基本認識の共有

○ アジア３Ｒ研究・情報ネットワーク

政策・経験の共有を通じて各国の３Ｒの取組を支援

○ 資源生産性向上の取組に対する貢献

・資源生産性向上など、Ｇ８の先頭に立ち３Ｒイニシアティブをさらに展開
・環境影響の評価等も念頭に置いた、資源生産性など物質フロー指標の国際共同研究の推進

→ＯＥＣＤにおいて、物質フローと資源生産性に関する作業等を支援
→ＵＮＥＰにおいて、「持続可能な資源管理に関する国際パネル」を支援
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また、東アジア循環型社会ビジョンの策定及び実現に向けた二国間の政策対話や多国間プロセスでの協
力を推進していくほか、アジア３Ｒ研究・情報ネットワークの構築に向け、関係者に対する情報提供や政
策支援を推進していきます。

　
さらに、資源生産性向上の取組に対する貢献として、ＯＥＣＤにおける物質フローと資源生産性に関す
る作業や、ＵＮＥＰにおける持続可能な資源管理に関する国際パネル等を支援していきます。
2008 年５月 24日～ 26日の神戸における３Ｒイニシアティブに関する議論に基づいて、Ｇ８各国は「神
戸３Ｒ行動計画」に合意しました。Ｇ８各国は、①レジ袋等の使い捨て製品の削減、②資源生産性の向上
を考慮した目標の設定、③途上国の有害廃棄物の受入れ、④途上国の能力開発の支援などに取り組むこと
となりました。
今後とも我が国は、国際的な循環型社会の構築に向けて、アジアを中心とする開発途上国と先進国の取
組をリードし、責任のある舵取り役を果たしていきます。

神戸３Ｒ行動計画（概要）

2004 年のシーアイランドサミットにおいて、我が国の提唱により始まった「３Ｒイニシアティブ」の取組。
この行動計画では、以下の３つの目標を定め、その実現に向けＧ８各国が連携してとるべき行動を網羅してい
ます。

「目標１」３Ｒ関連政策の優先的実行及び資源生産性の向上
●「もったいない」精神の重要性を共有し、３Ｒ関連政策を優先的に実行する。特に、廃棄物の発生抑制（Reduce）
を優先して、レジ袋の削減などの具体的行動を取り、他国にも同調を呼びかける。

●資源循環の最適化のための取組をさらに進めるにあたって、各国が資源生産性を考慮して適切な場合に目標
を設定する。

「目標２」国際的な循環型社会の構築
●途上国の環境負荷を低減するため、Ｇ８や他の先進国が有害廃棄物などの途上国からの輸入を促進。

「目標３」開発途上国の能力開発に向けた連携
●途上国支援プロジェクトへの３Ｒの盛り込み、バーゼル条約による途上国協力の支援、ＣＤＭの活用等により、
Ｇ８各国と開発途上国との協力を推進。

タイ
・2005年から、UNEP/ROAP及びIGES
を通じて３R国家戦略策定支援を実施。

中 国
2006年8月 JICA専門家を派遣
2007年より毎年１回程度、日中廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ政策対
話（部局長級）を開催

カンボジア
・2006年から、UNEP/ROAP及びIGES
を通じて３R国家戦略策定支援を実施。

フィリピン
・2005年から、UNEP/ROAP及びIGES
を通じて３R国家戦略策定支援を実施。

ベトナム
・2005年から、UNCRD及びIGESを通じて
３R国家戦略策定支援を実施。

・ハノイでJICA生ごみ3Rプロジェクトを実施。
・ 2008年7月 JICA専門家を派遣

インドネシア
・2005年から、UNCRD及びIGESを通じて
３R国家戦略策定支援を実施。

・ 2006年8月 JICA専門家を派遣

シンガポール
2006年7月 江田副大臣(当時)が訪問し､協力関係を構築
それ以降、２国間政策対話を実施

３Ｒに関するアジア各国との二国間協力
(３Ｒ国家戦略策定支援、政策対話）

韓 国
2006年より毎年１回程度、日韓廃棄物･ﾘｻｲｸﾙ政策対
話（部局長級）を開催

バングラディッシュ
・2006年から、UNCRD及びIGESを
通じて３R国家戦略策定支援を実施。



循環型社会への新たな挑戦
～第２次循環型社会形成推進基本計画がはじまりました～
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